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１．柏市産業振興戦略ビジョンとは 

（１） ビジョンの目的 

  我が国を取り巻く社会経済環境は，本格的な人口減少社会の到来や少子高齢化のさらなる進展，

経済のグローバル化や情報通信技術（ICT）の進展など，大きな変化の最中にあります。 

こうした中で，自立した自治体として，持続的に発展をしていくためには，時代の変化に適応し

た産業振興の形が求められます。 

そこで，これまでの取組や新たな社会構造・産業構造の変化を勘案し，柏市の強みを活かした産

業の中長期的な方向性を示すため，「柏市産業振興戦略ビジョン」を策定しました。 

（２） ビジョンの位置づけ 

「柏市産業振興戦略ビジョン」は，主に製造業，商業，農業，観光を中心とした産業振興に関す

る計画であり，上位計画の「柏市第五次総合計画（平成 28 年 3 月策定）」に掲げる将来都市像

「未来へつづく先進住環境都市・柏」を実現するための重点目標のひとつである「地域の魅力や特

性を活かし，人が集う活力あふれるまち」を実現するための総合的かつ具体的な指針として策定

するものです。また，策定にあたっては，柏市の産業振興における関連政策との整合性を図りま

す。 

 

＜「柏市産業振興戦略ビジョン」の位置付け＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） ビジョンの計画期間 

「柏市産業振興戦略ビジョン」の計画期間は、平成 31 年度（2019 年度）から令和 5 年度

（2025 年度）までの 5 年間とします。本市を取り巻く社会情勢や産業動向などに変化があった

場合は迅速に対応し，必要に応じて計画内容の見直しを行います。 

「柏市産業振興戦略ビジョン」は、当初、計画期間を平成 31 年度（2019 年度）から令和 5

年度（2023 年度）までの 5 年間としていましたが、次期柏市総合計画の計画期間との整合や、

新型コロナウイルス感染症の影響の中長期化を踏まえ、課題や施策の取組を追加し、計画期間を

令和 7 年度（2025 年度）までの 7 年間としました。 

【柏市の産業振興関連政策等】 

 

●柏市観光基本計画（平成 26 年度） 

●柏市都市農業活性化計画（平成 26 年度） 

  柏市都市農業振興計画（令和 2 年度） 

●柏市地域未来投資促進法に基づく基本計画（平成 29 年度） 

                    ●柏市第五次総合計画（平成 27 年度 ）    
                         ●第 2 期柏市地方創生総合戦略（平成 27 年度令和 3 年度） 

●柏市産業振興戦略ビジョン（平成 31 年 3 月） 

［計画期間:平成 31 年度～令和 5 年度令和７年度］ 

・ 柏セントラルグランドデザイン（平成 30 年度） 

・ 柏の葉キャンパス新産業創造ビジョン（平成 30 年度） 
連 携 

柏市の計画 

地域の計画 
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２．現状と課題 

（１） 我が国の産業構造の変化と国の対応 

１） 我が国を取り巻く状況変化 

①人口のトレンド 

我が国の総人口は平成 27 年（2015 年）で１億 2,709 万と，国勢調査の開始以降，初めて

減少に転じました。また，国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば，今後も人口の減少が

進むと推測されており，2045 年には 1 億 642 万人まで減少と，平成 27 年国勢調査時より

おおよそ 16.3％減少する見込みです。 

人口減少とともに少子高齢化も進んでおり，高齢化率が 25％を超える現状となっているとと

もに，生産年齢人口も 2045 年には現在から約 38％減少する見込みとなっています。これに

伴い，若年層を中心とした人材不足や財政収入の減少，消費市場の縮小等の課題が噴出してお

り，今後さらにこれらの課題が深刻化するものと考えられます。 
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（出所：国立社会保障・人口問題研究所｜日本の将来推計人口（平成 29 年 4 月） 
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②産業と情報のグローバル化 

近年の新興国※の経済発展に伴い国家間の競争が激化する中，国内企業の海外進出が進み，現

地に事業所を設置する法人の数が増えています。非製造業においては，卸売業・小売業を中心に

事業所数の増加が見られ，製造業では従業者数の増加が続いています。これは，新興国※を中心

とした人件費コストが比較的安価な国で活動を行う企業が増えていることを示していると考え

られ，海外生産・販売といった産業のグローバル化がこれまでと同じく今後も進んでいくことが

予想されます。 

また，近年，情報通信ネットワークのグローバル化の動きが着実に進展しています。地理的な

距離を克服し，離れた場所であっても瞬時に情報のやりとりが可能であることが情報通信ネッ

トワークの特長ですが，多くの団体や個人において，情報通信ネットワークを活用し，国境を越

えて，メール，電話，ビデオ通話等を介したコミュニケーションやデータのやりとり等を行って

います。 
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③産業構造の変化   

我が国の GDP の産業構成を見ると，製造業が 21.2％と最も大きく，続いて卸売業・小売業

が 13.8％，不動産業が 11.4％と大きくなっており，これらの３つの業種で産業活動の生産額

のおよそ半分弱程度を占めています。 

平成 17 年から平成 28 年の産業別 GDP の業種別のシェアを見てみると，製造業，情報通信

業，不動産業，専門・科学技術，業務支援サービス業，保健衛生・社会事業などの伸びがみられ

ていますが，卸売業・小売業，宿泊・飲食サービス業等についてはシェアが低下しています。 

第３次産業の中では，情報通信業や専門・科学技術，業務支援サービス業，保健衛生・社会事

業の存在感が高まっており，サービスの情報化・知識化や高齢化に伴う医療・福祉需要が拡大し

ていることが考えられます。 

 

 

 

 

 

  

▲我が国の産業別 GDP のシェアの推移 

（出典：平成 28 年度 国民経済計算年次推計） 
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④新たな技術の進展 

新たな技術として IoT※，ビッグデータ※，AI※等といった第４次産業革命※による変革は従来

にないスピードとインパクトで進行しています。IoT：（Internet of Things：モノのインター

ネット）は，世の中に存在するあらゆるものをネットワークでつなごうというコンセプトです。

IoT の進展等により大量に蓄積される膨大なデータを指すビッグデータ※を高度な分析が可能な

AI：（Artificial Intelligence：人工知能）により解析する，といった一連の分野に高い注目が集

まっています。また，ロボットや小型無人機（ドローン）の産業利用に向けた取り組みも進めら

れています。 

第 4 次産業革命の進展は，今後，あらゆる分野に波及することが見込まれ，全産業の共通基

盤として，業務の効率化や生産性の向上，新産業の創造等の変革が見込まれます。 

 

 

 

 

 

▲IoT の活用事例 

（出典：JETRO｜米国における IoT（モノのインターネット）に関する取組の現状（2015.8）） 
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▲AI における研究開発分野の例 

（出典：JETRO｜米国における人工知能の動向（2016.5）） 
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▲民間企業等の取組例② 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 

▲民間企業等の取組例① 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 
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⑤E コマース※市場の拡大による消費者の購買スタイルの変化 

ICT 技術の発展に伴って，消費者向けの E コマースの規模は年々拡大しており，日本国内に

おけるその市場規模は平成 22 年（2010 年）の約 7.8 兆円から平成 28 年（2016 年）には

約 15.1 兆円へと，約 1.9 倍となっています。 

Ｅコマース市場の成長要因としては，モバイルコマース※が挙げられます。急速に普及するス

マートフォンやタブレット端末等のモバイル端末を利用し，商品の検索から決済までを行う習

慣が広く普及しています。店頭に行かずにモノやサービスを購入する人が増えることにより，

店頭販売を行う事業所にとっては客数減少の一因となっていると考えられます。 

 
▲消費者向け（B to C）の E コマース市場規模の推移 

（出典：経済産業省｜平成 28 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子取引に関する市場調査）） 
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⑥その他の分野のトレンド 

様々な経済社会環境の変化のうち，特に本ビジョンに関わる「観光分野」「農業分野」の動向・

トレンドについて整理します。 

＜観光分野＞ 

観光は「地方創生」への切り札，成長戦略の柱であり，「明日の日本を支える観光ビジョン（平

成 28 年 3 月）」および「観光ビジョン実現プログラム（平成 30 年 6 月）」等に基づき，観光

先進国の実現に向け，各種取組を進めていきます。 

 

 
 

 

  

▲国における今後の観光の取組 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 
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＜農業分野＞ 

農業人口の減少等に伴う農林水産分野の生産額減少が懸念されています。また，世界的に貿易

自由化（FTA）※を推し進める傾向の中，平成 30 年，TPP※発効により TPP 参加国の農産物

が現在よりも廉価に輸入されることが長期的に進むことを想定すると，国内農産物生産のさら

なる縮小が懸念されます。 

これに対し，農林水産業の生産性を高めていく必要があり，国として，農林水産業全体で先端

技術の実装を行う「スマート農林水産業」を速やかに進めていくことを宣言しています。 

 

 

 

  

▲国における今後の農業の取組 

（出典：未来投資戦略 2018 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革） 
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２） 国の産業政策の動向について 

① 未来投資戦略 

平成 24 年 12 月に始まった第 2 次安倍政権により掲げられた「アベノミクス※」における第

三の矢にあたる「日本再興戦略」が平成 25 年 6 月に閣議決定されてから毎年改定がされてお

り，平成 29 年から「未来投資戦略」として公表されています。平成 30 年 6 月に閣議決定さ

れた「未来投資戦略 2018」では，“『Society 5.0（後述）』『データ駆動型社会』への変革”と

銘打ち，ビジネスの基盤となるサービスや製品を提供する米国や中国の一部の企業が，膨大な顧

客データを独占する「データ覇権主義」への危機感を強調しており，日本の AI※やロボットに対

する高い技術力や少子高齢化への対応における「課題先進国」としての強みを生かす必要性を訴

えています。 

 

＜政府が目指す「Society5.0」の姿＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重点分野＞ 

● 次世代モビリティ・システムの構築 

● 次世代ヘルスケア・システムの構築 

● エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーション 

● FinTech※/キャッシュレス化 

● デジタルガバメントの推進 

● 次世代インフラ・メンテナンス・システム/PPP・PFI※手法の導入加速 

● 農林水産業のスマート化 

● まちづくりと公共交通・ICT 活用などの連携によるスマートシティ※ 

● 中小・小規模事業者の生産性革命の更なる強化 
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＜経済構造革新への基盤づくり＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Society 5.0 は，狩猟社会（Society 1.0），農耕社会（Society 2.0），工業社会（Society 

3.0），情報社会（Society 4.0）に続く，新たな社会を指すものとして，日本政府が提唱してい

る概念です。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシス

テムにより，経済発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社会（Society 5.0）の実現

をめざしています。Society 5.0 の実現により，IoT※を通じて人とモノがつながり，様々な知識

や情報が共有され，今までにない新たな価値を生み出すことをめざします。また，AI 技術によ

り目標達成するために必要な情報を選択し，ロボットや自動走行車などの技術で，少子高齢化，

地方の過疎化，貧富の格差などの課題が克服されることが期待されます。 

 

 

▲Society 5.0（出所：内閣府 HP） 

▲未来投資戦略 2018 の概要（抜粋） 
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② AI 産業・ビジネスネットワークの構築 

経済産業省 関東経済産業局では，AI を活用したモデルプロジェクトを創出することを目的

に，柏市エリアにおいて，地域に集う AI 活用企業，AI 研究者，支援組織等を巻き込んだ AI ビ

ジネス創出に向けたネットワークの形成や AI 活用促進を促すためのワークショップ等のイベン

トを行う「AI 産業・ビジネスネットワーク形成事業」を実施しています。 

 

  

 

 

 

  

▲AI 産業・ビジネスネットワーク形成事業の概要 

（出所：グローバル・ネットワーク協議会 HP） 
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③ 総合特区 

総合特区制度は，産業構造及び国際的な競争条件の変化，急速な少子高齢情化の進展等の経済

社会勢の変化に対応して，産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的か

つ集中的に推進することにより，我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図るため，平

成 23 年 8 月に施行された「総合特別区域法」に基づき創設された制度です。総合特別区域に

は，我が国の経済成長のエンジンとなる産業・集積機能の拠点形成等による国際競争力の強化を

図る「国際戦略総合特別区域」と，地域資源を最大限活用した地域活性化の取組により地域力の

向上を図る「地域活性化総合特別区域」があり，指定した地域に対し規制の特例措置を中心に税

制・財政・金融上の支援等を複合的に実施するものです。 

 

④ 環境未来都市 

「環境未来都市」構想は，未来に向けた技術，仕組み，サービス，まちづくりで世界トップク

ラスの成功事例を生み出し，国内外への普及展開を図るために，内外に誇れる「緑豊かな，人の

温もりの感じられる」まちづくりのもと，「事業性，他の都市への波及効果」を十分に勘案し，

スマートグリッド※，再生可能エネルギー※，次世代自動車を組み合わせた都市のエネルギーマ

ネジメントシステムの構築，事業再編や関連産業の育成，再生可能エネルギーの総合的な利用拡

大等の施策を環境モデル都市等から厳選された戦略的都市・地域に集中投入されるものです。 

 

柏市は，平成 23 年 12 月に，柏の葉キャンパス「公民学連携による自律した都市経営」をテ

ーマとして，「総合特区」及び「環境未来都市」に指定されました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲柏の葉キャンパスの未来像イメージ 

▲柏の葉キャンパスが目指す「公民学連携によ

る自律した都市経営」イメージ 


